
（別紙３）放射性物質への対処状況

○福島第一原子力発電所の事故由来の放射性物質による、内部被ばくや外部被ばくによる人体への影響、
○観光業への風評被害、 放射性物質を含む汚泥や廃棄物の管理徹底などの課題に対処するため、8分野
○の対処方針を定めて必要な対策を実施しています。詳細は以下のとおりです。

対処方針（8分野） 実施済事業 継続実施中の事業（平成27年12月末現在） 26年度末までの
決算額

(1) 生活環境への対処 原発避難者特例法、<再掲>「がんばろう千葉！」市町村復
興基金交付金事業の一部 【総務部】／　東京電力福島第
一原子力発電所事故に係る対処方針策定事業、<再掲>
「東日本大震災千葉県災害復旧・復興本部」の設置
【防災危機管理部】／　大気汚染自動測定機器整備事業
の一部 【環境生活部】／　原発事故由来放射性物質対策
事業、県立都市公園のプール等の水中放射性物質等の
測定、河川区域内の高放射線量箇所の立入禁止措置等
の実施、河川の親水護岸における放射線量低減対策
【県土整備部】／　放射性物質軽減対策事業 【水道局】／
災害用備蓄品及び災害対策装備品の整備 【警察本部】

○食品などのモニタリング関係事業（８事業）【健康福祉部、環境生活
　 部、県土整備部、水道局】
　・流通食品の放射性物質検査など、県民の安全・安心のため、検査を
　　継続実施しています。（食品の放射性物質検査事業 【健康福祉部】
    ／　環境放射能調査研究事業、福島第一原子力発電所事故に係る
    放射線量測定事業、環境放射能詳細調査事業、放射性物質モニタ
    リング調査事業 【環境生活部】／　側溝清掃汚泥の放射性物質測
　　定、千葉港港湾区域内海水放射線測定 【県土整備部】／　浄水・
　　原水の放射性物質測定事業 【水道局】
○除染作業に伴う空間放射線量測定器貸出事業【防災危機管理部】
　・県管理施設の空間放射線量率の測定に用いる測定機の貸出しを
    実施しています。
○放射能に関する総合電話窓口の設置【防災危機管理部】

812,524千円

○放射能に関する総合電話窓口の設置【防災危機管理部】
　・県民からの放射線に関する問合せに随時対応するため、継続実施
    しています。

(2) 農林水産業への
対処

千葉県放射性物質対策補助事業、農産物の放射性物質
検査事業、農林水産物等の放射性物質測定に係る整備
事業、農業系汚染廃棄物処理事業（安全農業推進課、畜
産課）、ちばの農業を応援する資金、農業環境技術対策
事業、千葉県農業信用基金協会特別準備金出資事業
【農林水産部】

○農林水産物のモニタリング関係事業（６事業）【農林水産部】
　・県産農林水産物の安全・安心を確保するため、放射性物質検査を
　・継続実施しています。（農林水産物等放射性物質対策事業（2事業）、
　　畜産物等の放射性物質検査事業、特用林産物放射性物質対策事
　　業、シイタケ等特用林産物生産の早期復興支援事業、イノシシ等
　　有害獣被害防止対策事業（放射性物質検査関係））
○農林業分野における放射性物質セシウムの低減技術とモニタ
○リング調査研究【農林水産部】
　・放射性物質による農業に及ぼす問題解決のため、農林業分野に
　・おける放射性セシウム低減対策技術について研究しています。

333,494千円

(3) 商工業・観光業への
対処

食品輸出証明書発行事業、<再掲>千葉県産業復興相談
センターの設置、節電・省エネルギー対策支援事業、原子
力発電所事故により風評被害を受けた観光業者対策、<
再掲>「がんばろう千葉」観光プロモーション事業、<再掲>
「がんばろう千葉」観光優待キャンペーン事業、<再掲>千
葉県がんばる宿泊施設応援助成金、成田国際空港国内
線を活用したオーストラリア誘客事業、「米国メディア招請
事業」を活用した千葉県PR事業、南房パラダイス管理運

○工業製品安全性評価支援事業【商工労働部】
　・工業製品の安全性を担保するため、県内企業が製造した工業製
　・品に係る放射線量を測定する事業を継続実施しています。

170,079千円

計１１事業

計 ８事業

計１０事業

計 ７事業

営事業 【商工労働部】

(4) 学校教育等への
対処

私立学校経常費補助（被災者転入特別分）、<再掲>県内
被災者並びに県外被災地からの避難者に対する保育料
等減免補助（私立幼稚園） 【総務部】／　児童福祉施設等
給食検査事業 【健康福祉部】／　<再掲>高等学校入学料
減免、福島第一原子力発電所事故に係る放射性物質対
策事業（空間放射線量の検査）、福島第一原子力発電所
事故に係る放射性物質対策事業（除染）、福島第一原子
力発電所事故に係る放射性物質対策事業（水質検査）、
県立教育機関の敷地内の空間放射線量の測定、図書館
費、県立学校における除染事業、学校給食モニタリング事
業、学校給食安心対策事業、食の安全緊急連絡会議、県
立学校におけるプール水の放射性物質検査、<再掲>県内
外の被災生徒に対する教科書等購入費助成、安心安全
のための学校給食環境整備事業、既設校給食設備の更
新、<再掲>千葉県被災幼児児童生徒就学支援事業
【教育庁】

○学校給食用食材放射性物質検査事業【教育庁】
　・給食用の食材の放射性物質検査を市町村教育委員会や県立学
　・校と連携し、継続実施しています。

44,465千円

(5)健康影響への対処 「放射線被ばく」に関する人権メッセージ掲載 【健康福祉
部】／　放射能の基礎知識と災害時の子どもの心のケア
研修会 【教育庁】

○放射線に関する講習会開催事業【防災危機管理部】
　・県民への放射線に関する知識の普及のため、講習会の開催を
　・継続実施しています。
○放射線に関する健康相談【健康福祉部】
　・各健康福祉センター（保健所）において、県民からの放射線に
　・よる健康影響等に関する電話相談に随時対応するため、継続
　・実施しています。

935千円

計 １事業

計１８事業

計 ２事業

計１０事業

計 １事業

計 ２事業　・実施しています。

(6) 上下水道等施設や一般
廃棄物処理施設から発生
する汚泥・焼却灰等への
対処

指定廃棄物対策事業 【環境生活部】／　放射性物質を含
む汚泥処分事業、放射性物質を含む汚泥の仮置き事業、
浄水場の空間放射線量測定事業 【水道局】

○廃棄物処理施設等放射性物質検査【環境生活部】
　・産業廃棄物管理型最終処分場の排出水等に係る放射能分析・検査を
　  継続実施しています。
○流域下水道事業【県土整備部】
　・終末処理場内の空間放射線量率などの測定を継続実施してい
　  ます。
○浄水発生土の放射性物質測定【水道局、企業庁】
　・浄水場で発生した土の放射性物質測定を継続実施しています。

3,698,580千円

(7) 汚染土壌の除染等
の対処

放射性物質により環境汚染された土壌等の除染等の措置
に関する千葉県としての対処方針策定、原発事故由来放
射性物質対策事業（県管理施設の除染事業）
【防災危機管理部】

778,082千円

(8) 損害賠償への対処 ○東京電力株式会社に対する損害賠償請求【防災危機管理部、
○水道局、企業庁】
　・東京電力に対し、平成２６年度までの原発事故対応事業費
　・2,124,223千円を賠償請求しており、現在の賠償済額は、
　・1,825,137千円です。
　・現在も、賠償に応じるよう、東京電力と交渉しています。

831千円

総計８３事業 総計５５事業 総計２８事業 総計5,838,990千円

計 ２事業

計 ４事業

計 ２事業

計 ２事業

計 ４事業

計 ３事業

総計８３事業 総計５５事業 総計２８事業 総計5,838,990千円

　　・県管理施設の除染など５５事業は実施済です。食品や農林水産物のモニタリングなど、２８事業は
　    継続実施しています。

※復旧及び復興事業のうち、復旧・復興にとどまらず、放射性物質対策としても実施している事業を<再掲>として掲載しています。（<再掲>事業は、決算額には含まれていません。）


